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202４年基本要求最終交渉報告
働き方改革をはき違えてないか!
民間活力の活用名目による相談窓口委託化？
11月実施の成績評価開示は点字化実施の一方で、内示前倒し等の”合理的配慮”には消極姿勢
自治労県職労は１月27日、2024年基本要求の最終交渉を行いました。
鈴木委員長のあいさつに引き続き、基本要求の重点課題と支部代交渉で現場から出された意見について、労務担当局長から回答がありました。

労務担当局長の回答と自治労県職労の意見
〇来年度の定数調整状況について
労務局長：現在調整中だが、来年度の主な増要素としてはデジタル行政の推進、児童虐待対応の体制強化など、減要素としてはコロナ業務の終了やさがみ緑風園の施設規模の見直しなどである。
〇人員問題と働き方改革について
労務局長：働き方改革に取り組んでも、なお時間外勤務の多い所属には職員配置を行っている。年度途中の突発的業務に対応するため、会計年度任用職員の枠配分について今年度も措置している。
自治労：働き方改革で業務見直しをすることは重要だが、やみくもに業務を無くしていいものではない。民間活力の活用という名目で、住民からの相談窓口の委
託化を検討するというのは本末転倒。県民の理解を得られるとは思えない。

〇技術職等の人材確保について
労務局長：採用試験を複数回実施するなど、試験制度を見直したり、ホームページをリニューアルし広報活動に努めている。 

〇異動に当たっての業務引継ぎなどについて
労務局長：現在見直中の組織人事改革戦略で引継ぎ期間を確保することで調整中。具体的には内示後から、異動後約1週間までの10日間を引継重点期間とし、組織的な引継ぎを推進する。また、専門的職務指導員制度を活用し、知識経験を継承する取組を推進する。
自治労：引継ぎ期間を設けても、体制が整ってなければ、実際には十分な引継ぎはできないのではないか。

〇職員の異動の内示について
労務局長：勧奨退職等の整理や新採用等を含めた配置調整等、様々な状況を考慮しなければならず、大幅な前倒しは困難。また、障害のある職員のみの前倒しも困難。切実な意見があったことは所管課に伝える。
自治労：配置調整は他の自治体でも同様にあるのだから、本県のみ内示時期が遅い理由にはならない。また障害のある職員の異動に伴う通勤の可否は、当事者しかわからない。なぜ内示を前倒しできないのか、合理的な説明をきちんとすべき。

〇セキュリティゲートの設置について
労務局長：床面に鉄板を置いて設置するので、文化財である本庁舎に影響はないと聞いている。障害のある方に支障のないよう意見を伺う方向で検討している。
〇庁舎玄関の手すりやスロープの設置について
労務局長：障害のある方にとって危険があるのは承知している。今後予定している本庁舎のリニューアルで何ができるか検討している。
自治労：セキュリティゲートは設置可能で、手すり等が不可能との説明は誠実さに欠ける。しっかり検証しているのか。
〇執務環境の改善について
労務局長：現在、全所属対象のオフィス改革に取り組んでおり、働きやすい職場づくりを進める。
〇能登半島地震の派遣職員の勤務状況について
労務局長：知事部局で約20名派遣している。事前の説明会実施や相談窓口の利用を進めている。
自治労：東日本大震災の時には、組合にも労働条件などの事前説明があったはず。通常業務と異なるのだから、事前協議や情報提供は徹底していただきたい。

〇知的障害、精神障害の正しい認識を持つための研修
労務局長：採用担当者や所属の管理監督者について研修を実施している。

〇健康診断等の点訳による情報提供について
労務局長：現在は障害福祉課で点訳しているが、担当者の都合により待たせることがあったのは承知。代替措置として音声データ等を送付した。今後も可能な限りの支援を図る。健康診断結果の点字化については、健診データの管理委託業者に点訳データに変換してもらうため時間がかかる。
自治労：データ化に時間がかかると言っても、現状ほど時間を要するのはおかしい。しっかり検証すべき。

〇人事評価の点字化
労務局長：来年度からは11月に実施している成績評価の開示も点字化する予定。ただしスケジュールがタイトなため、開示当日に渡すのは難しい。

自治労：前進回答であり評価するが、開示当日が難しいというのは理解に苦しむ。
自治労県職労・鈴木委員長まとめ
　能登半島地震への職員派遣について、当初こそ緊急的な対応を余儀なくされたと理解しているが、通常と違う環境に従事する職員を快く送り出す意味でも、しっかりとした情報提供と協議をお願いしたい。
　また、視覚障害者への点字による情報提供のあり方については、さらなる検証をお願いする。
　さらに民間活力の導入についても、本来行政に求められる役割を踏まえ、再考すべきである。
　今交渉は本日で一旦まとめるが、様々な課題について引き続き春闘交渉に向けて話し合っていきたい。
支部代交渉での現場の意見
自治労県職労は最終交渉に先立ち、１月15日に支部代交渉を行いました。当日は多くの現場代表が参加し、切実な状況を訴えました。その発言の一部を紹介します。
◇神奈川労働センターの外国人相談委託化問題：
☆神奈川労働センターでは、外国人の労働相談を平成4年度から県の目玉事業として取り組んできたが、現場との協議も全くないまま、来年度から民間のコールセンターの通訳に委託する方針が示された。委託化で効率が上がる事業があることを否定はしないが、専門性を必要とする相談業務について、現場の状況を全く理解せずに一方的に推し進めるやり方は極めて問題だ。効率性ばかりを求めて、本当に県民の求める体制ができるのか、真剣に考えてほしい。
◇会計年度任用職員の雇止め問題について：
☆外国人労働相談問題で交渉中の職員を雇止めすることは、例え不当労働行為を行っている意識がないとしても、客観的には組合活動への弾圧であり、見せしめとしてとらえざるを得ない。
◇ノーマライゼーションの推進について：
☆視覚障害を持つ職員の人事異動について、新たな所属が通勤可能か、また異動の受諾の可否を判断するのに、現状の日程では厳しすぎる。障害を持つ職員の打診の期間をできる限り長く確保するよう、合理的配慮を行ってほしい。
☆給与明細や健康診断結果の点字による情報提供が大幅に遅れて行われた。様々な事情があることは承知しているが、代替策も含めて検討してもらいたい。
◇人材育成の確立について：
☆県税事務所では、専門性が求められる業務に対応できる職員がほとんどおらず、一部の職員の頑張りで何とか支えている状態。深刻な状況を理解すべき。
また、働き方の多様化は望ましい事ではあるが、朝ミーティングにほとんど職員がいない状態。出先所属に様々な事情を抱える職員の割合が異常に多く、業務がままならない。
☆技術継承が口伝で行われることが多く、体系的な業務引き継ぎがなされていないと感じる。内示が早期にされれば、引継ぎ期間も確保できると思う。

◇「子の看護休暇」の拡大について：
☆私は2歳の子供を育てているが、子が病気になった時、パートナーも感染して高熱で寝込んでしまったが、有給休暇も子の看護休暇もかなり取得していたため、やむを得ず出勤をしたことがあった。看護休暇は是非とも拡大していただきたいし、人材確保にもつながると思う。
◇職場環境の改善について：
☆職場環境の改善をお願いしたい。夏場に冷房が18時15分に切れてしまい、汗を流しながら残業を強いられ、非常に厳しい思いをした。冷暖房の稼働時間の拡大はぜひ検討してほしい。
◇人員増について：
☆若手職員からは、人手不足により仕事が増える一方なのに給料は上がらず、職場に活気がないとの意見を多く聞く。質の高い県民サービスを持続するには、人員増は不可欠だ。
労働センターにおける会計年度任用職員の雇い止めは撤回されました！
　くりえいてぃぶ№1206号（2024年１月11日発行）でお伝えした、かながわ労働センターの会計年度任用職員（相談員）であるＵさんの雇止め問題について、自治労県職労は２月７日（水）に産業労働局長と交渉を行った結果、雇止めの撤回を確認しました。
　また交渉後は、今回の問題の原因となった外国人労働相談の民間委託化などの諸問題について、産業労働局長、局管理担当課長、労働センター所長と現場代表とで意見交換の場が設けられました。
新春のつどい　大抽選会当選者発表！
　　　〇県ブロック賞　ＱＵＯカード　ぼっち さん
　　　〇アメリカンファミリー賞　地鶏たまごセット　ミズ さん
多数ご応募をいただきありがとうございました！
2月の給与から火災共済の引き去りをします
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